
くすの木訪問看護ステーション 

運 営 規 程 
（事業の目的） 

第一条   医療法人社団東京育明会が開設する「くすの木訪問看護ステーション」（以下、ステー 

     ションという。）が行なう指定訪問看護及び指定介護予防訪問看護の事業（以下「事業」

という。）の適正ならびに適切な運営を確保するために、人員及び運営管理に関する事

項を定め、寝たきりの状態にある高齢者、難病疾患等の疾患、負傷により居宅において

継続して療養を受ける状態にある方であって、かかりつけ医師が指定訪問看護及び指定

介護予防訪問看護（以下、「訪問看護」という。）の必要を認めた方に対し、ステーショ

ンの看護師ならびにその他の従業者（以下看護師等という。）が訪問し利用者の健康の

管理、日常生活動作の維持、回復等の生活の質を考慮した訪問看護サービスを提供する

事により、利用者が安心して在宅で療養できるよう支援する事を目的とする。 

（運営方針） 

第二条   

（１）ステーションの運営にあたっては地域との結びつきを重視し、医療又は福祉サービスと

綿密な連携に努めるものとする。 

(２）訪問看護は、利用者の心身の特性を踏まえて療養上の妥当適切に行なうと共に、日常生

活の充実に資するように行なうものとする。 

（事業所概要） 

第三条   

事 業 所 名 医療法人社団  東京育明会 

くすの木訪問看護ステーション  

所 在 地 〒132-0035  東京都江戸川区平井二丁目２４番１６号 

               東京育明会ビル２階 

事業者指定番号 １３６７１９８２５２号 

管理者・連絡先 TEL ０３－５６０９－６１６２ 

サービス提供地域 江戸川区（平井、小松川、東・西小松川、松島） 

江東区（亀戸７～９丁目）・墨田区（立花、東墨田） 

 

（事業所の職員の職種、員数及び職務内容） 

第四条 ステーションに勤務する職種、員数及び職務内容は次の通りとする。 

（１） 管理者：看護師若しくは保健師      １名 

管理者は、所属職員を指揮・監督し、適切な事業の運営が行われるように統括する。但

し、管理上支障がない場合は、ステーションの他の職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

（２） 看護職員：保健師、看護師又は准看護師 常勤換算２．５名以上（内、常勤１名以上） 

訪問看護計画書及び報告書を作成し（准看護師を除く）、訪問看護を担当する。 

（３） 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士： 適当数   ※必要に応じて雇用する。 

看護職員の代わりに、看護業務の一環としてのリハビリテーションを担当する。 

（営業日及び営業時間） 

第五条   営業時間 

平日 
月曜日～金曜日９：００〜１７：００    

土曜日９：００〜１３：００ 

休業日 日曜・祝日・１２月３０日～１月４日 ・８月１３日～１５日 

24時間体制 電話等により２４時間常時連絡が可能な体制とする。 

特例 
長期休業や特別な状態、特別な事情がある場合に限りサービスを

提供する。 



（利用時間及び利用回数） 

第六条 

  （１）訪問看護の提供時間は、１日１回の訪問につき３０分から１時間３０分程度（介護保険

利用者の場合）又は３０分から２時間（医療保険利用者の場合）を基準とする。 

  （２）利用者による訪問看護の利用は、１週３日を限度とする。但し、末期悪性腫瘍その他厚

生労働大臣が定める疾病の利用者及び急性憎悪等による特別指示書を交付された利用

者についてはこの限りではない。 

  （３）（１）、（２）の規定に関わらず、居宅サービス計画書に基づく訪問看護の利用時間及び 

     利用回数は、当該計画に定めるものとする。 

（訪問看護の提供方法） 

第七条  

（１）「訪問看護」は利用者の居宅（自宅）において看護師その他省令で定める者が療養上の世

話又は必要な診察の補助を行なうサービスである。その際、訪問看護計画書を作成し

訪問を実施する。 

（２） 訪問看護の利用希望者は、かかりつけ医師に相談の上訪問看護指示書の交付を受ける。 

（訪問看護の内容） 

第八条   

（１）症状の観察と助言 

    ・血圧，体温，呼吸，脈拍を測定し異常の有無の観察異常があった場合の対処 

    ・床ずれの手当てと予防 

    ・医療器具，カテーテルなどの操作方法 

（２）日常生活のお手伝い 

    ・清潔，食事，排泄ケア 

    ・入浴介助 

    ・介護相談 

（３）寝たきりにならないためのお手伝い 

    ・日常生活動作の訓練（食事，排泄，移動，入浴，歩行） 

    ・日常生活用具，介護用品（ベッド，車いす，ポータブルトイレ他）の利用相談 

    ・機能回復訓練 

（４）理学療法士等による訪問看護は、看護業務の一環としてリハビリテーションを中心とし

たもので、看護職員の代わりに行う訪問となる。 

（５）公的サービスの利用お手伝い 

    ・医療，福祉サービス等の利用のご紹介、ご相談 

    ・福祉機器，家屋改善等のご相談 

（緊急時における対応方法）  

第九条  

（１）看護師等は訪問看護の実施中、利用者の病状が急変したり、緊急事態が生じたときは速

やかに主治医に連絡し、適切な処置を行なう事とする。 

  （２）看護師等主治医との連絡が困難な場合、緊急搬送等のしかるべき処置をした後速やかに

管理者ならびに主治医に報告をする。 

（利用料） 

第十条   

（１） 基本利用料として健康保険法及び介護保険法に規定する厚生労働大臣 

が定める額の支払を利用者から受けるものとする。 

① 医療保険（健康保険法） 

  健康保険法に基づく額を徴収する。 

② 介護保険 

介護保険で居宅サービス計画書に基づく訪問看護を利用する場合は、介護報酬告示上 

の負担額を徴収するものとする。但し、支給限度額を超えた場合は、全額利用者の自

己負担とする。 



（２） ステーションは、基本利用料のほか以下の場合はその他の利用料として、別表の額の支

払いを利用者から受けるものとする。但し、居宅サービス計画書（ケアプラン）に基づ

くものを除く。 

① 交通費 

② キャンセル料 

③ 訪問看護と連携して行なわれる死後の処置 

（３） 交通費 

     料金一覧表に基づき、徴収するものとする。 

（４） キャンセル料 

訪問当日午前９時３０分までに連絡がない場合は、介護保険・医療保険に係る利用料・

交通費は全額実費で頂く事とする。但し、利用者さんの容体の急変等、緊急やむを得な

い事情がある場合は不要とする。 

  （５）死後の処置をした場合 

     医療保険・介護保険共、料金一覧表に基づき実費を頂く事とする。 

  （６）その他 

   料金の支払方法は、毎月１５日までに前月分の請求をする。 

   また、支払方法は現金集金又は銀行口座引き落とし(手数料は事業所負担)とし、 

利用料滞納の際はサービスを中止させて頂く事とする。 

（通常の事業の実施地域） 

第十一条 通常の事業の実施地域は、江戸川区（平井・小松川、東・西小松川、松島） 

     江東区（亀戸７～９丁目）、墨田区（立花、東墨田）とする。 

（苦情処理） 

第十二条  

  （１）事業所は、指定訪問看護の提供に係わる利用者及び家族からの苦情に迅速かつ適切に対

応するために必要な措置を講ずるものとする。 

  （２）事業所は提供した指定訪問看護に関し市町村から指導、助言を受けた場合は、必要な改

善を行うものとする。 

  （３）事業所は、提供した指定訪問看護に係わる利用者からの苦情に関して国民健康保険団体

連合会の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会からの指導助言を受けた場

合は、必要な改善を行うものとする。 

（個人情報の保護） 

第十三条 

  （１）事業所は、利用者又は家族の個人情報について個人情報保護に関する法律その他規範を

遵守し適切な取り扱いに努めるものとする。 

  （２）事業者が得た利用者又は家族の個人情報については、事業者での訪問看護サービスの提

供以外の目的で利用しないものとし、外部への情報提供いついては利用者または家族の

同意をあらかじめ書面のより得るものとする。 

（虐待防止に関する事項） 

第十四条 

（１）事業所は、利用者の人権擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講ず

るものとする。 

   ① 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催すると共にその結果につい

て従業者に周知徹底を図る 

   ② 虐待防止のための指針の整備 

   ③ 虐待を防止するための定期的な研修 

   ④ 措置を適切に実施するための担当者の設置 

（２）事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者による虐待を受けたと思わ

れる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 

 



（業務継続計画の策定等） 

第十五条 

（１）事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問看護の提供を

継続的に実施するため、および非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じる物とする。 

（２）事業所は、従業員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修および

訓練を定期的に実施するものとする。 

（３）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を

行うもものとする。 

（ハラスメントの対応） 

第十六条 

適切なサービスの提供を確保する観点から、職場においてのハラスメントや、利用者又は

その家族からのハラスメントにより、就業環境が害されることや、サービスの質の低下、

信頼関係の悪化を防止するため措置を講じる。 

（衛生管理） 

第十七条 

（１）従業者の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事業所の設備及び備品等の衛

生的な管理に努めるものとする。 

（２）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講

じるものとする。 

   ① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を開催するとともに、その

結果について、従業員に周知徹底を図る。 

   ② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

   ③ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓

練を定期的に実施する。 

（その他の運営についての留意事項） 

第十八条   

（１）訪問看護ステーションの社会的使命を認識し、職員一人一人の質向上を図るため、 

研修ならびに研修などの機会を設けられるよう、業務体制を整備する。 

  （２）職員は業務上知り得た事項や秘密を他に漏らすことなく保持する。 

  （３）この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は医療法人社団東京育明会が 

定めるものとする。 

 

（附則） 

  この規定は、令和６年６月１日から施行する。 


